和解合意書

甲と乙とは、次の通り、円満に和解合意した。

第１条（契約の特定）

賃貸人　○○□□

賃借人　○○○○

対象不動産：○県○市○町○○　○○コーポ○○号室（○○平米、以下本物件という）

月額賃料：金○○円

弁済時期：毎月末日までに翌月分を振り込んで支払う

契約締結日：平成○年○月○日

最後の更新日：平成○年○月○日

第２条（合意解除）

甲と乙とは、第１条の契約を、本日合意解除した。乙は、本日より１ヶ月以内に本物件を退去し、鍵を甲に返却する。退去及び鍵の引き渡しが遅れた場合は、退去及び鍵の引き渡しが完了するまで１日につき金○円の損害金を支払う。

第３条（滞納賃料及び損害金）

　　乙は、甲に対する滞納賃料が、本日の合意解除に至るまでの間で合計金○○円であること並びに本日より明け渡し期限までの１ヶ月間の賃料相当の損害金が金〇〇円であることを認める。甲は、乙が前条の期日までに退去を完了した場合は、そのうち○○円の支払いを免除する。乙は、上記滞納賃料並びに損害金の合計金〇〇円から、上記免除額及び敷金額を控除した金○○円を、下記の銀行口座に平成○年○月○日までに振り込んで支払う。なお、振り込み費用は乙の負担とする。乙が支払期限に遅れた場合、乙は上記滞納賃料並びに損害金合計全額とこれに対する支払済みまで年１５パーセントの割合の遅延損害金を付加した全額を一度に支払う。

○○銀行○○支店　普通口座　１２３４５６７　名義人　○○○○

第４条（清算条項）

　　甲乙間には、本合意書に定めるほか何らの債権債務が存在しないことを相互に確認した。

第５条（専属的合意管轄裁判所）

　　甲乙は、本件建物賃貸借契約合意解除に関して万一紛争が生じた場合の第一審の管轄裁判所を〇〇地方裁判所と定めた。

以上の通り合意が成立したので、本合意書２通を作成し、甲乙各１通を所持するこ

ととした。

平成○年○月○日

甲：住所

　　氏名

乙：住所

　　氏名

注　１　建物賃貸借契約を合意で解除して建物を返す場合の契約書です。

　　２　合意解除というのは、双方が解除に合意する場合です。延滞賃料があれば賃貸人は、賃借人の債務不履行を理由に契約を解除することもできます。この契約書は、そのような事案ですが、明け渡しを容易にしてもらうために賃借人に未払い賃料の支払いを一部免除してできるだけ速やかに出て行ってもらうための和解となります。

　　　　家賃を支払わない賃借人が、結論として得をすることになります。しかし、法治主義の現代国家においては、家賃未払いを理由に解除して明け渡しを求め、強制的に退去させるには訴訟を提起することが必要とされています。そのような手続きを取ると最短でも三カ月以上はかかってしまいます。訴訟の費用や時間を考えると、賃料を免除しても早く出ていって新しい賃借人を探したほうが賃貸人にとって経済的利益があるといえます。

　　　　なお、現実には仲介業者などが賃借人に無断で荷物を出してしまったり、鍵を付け替えてしまったりすることがありますが、賃借人から訴えられると不利益ですから、大家さんがそのような行為をするのは避けるべきです。

　　３　なお、この合意書を作成しても期限までに退去しない場合は訴訟をしなければ強制的に退去させることはできません。強制退去の必要が予測される場合は即決和解(起訴前の和解)という手続きをとり、裁判所で作成される即決和解調書が必要になります。

